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国土交通省行政効率化推進計画等の取組実績 

 

 

１．公用車の効率化 

 

（これまでの取組） 

公用車について、平成１６年度までに１８台削減した。 

職員運転手については原則退職後不補充としている。 

また、幹部用車については幹部職員以外も利用しており、効率的

な運用に努めているとともに、アイドリングストップ、霞ヶ関ノー

カーデーの実施、低公害車の導入による燃料費の削減、運転業務の

民間委託や共用自転車の利用により、経費の削減に努めているとこ

ろ。 

 

（今後の取組計画） 

公用車について、不規則・緊急な事態への迅速な対応の確保や職

員運転手の雇用問題に留意しつつ、交換時期等を勘案し、平成２５

年度までに９９台削減する。 

平成１７年度については、２台削減する。 

職員運転手については原則退職後不補充の方針を遵守する。なお、

補充する時は、再任用制度を活用する。 

  また、共用利用の一層の推進等さらなる効率的な運用に努めるとと

もに、アイドリングストップ、霞ヶ関ノーカーデーの実施、低公害車

の導入による燃料費の削減、運転業務の民間委託や共用自転車の利用

により、経費の削減を図る。 

  これらの取組については、平成１９年度に見直しをする。 

  なお、国土交通省所管の独立行政法人等に対しても、同様の効率化

を進めるよう要請する。 

（平成２５年度までの間で順次実施） 

 

583台(15年3月末)→575台(15年度)→565台(16年度)→563台(17年

度)→560台(18年度予算ベース、▲23台） 

平成１８年度予算における削減効果     ▲１２，３７９千円
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２．公共調達の効率化 

 

【一般競争、公募型指名競争入札等の推進】 

 

（これまでの取組） 

  公共調達については、会計法令に基づき、競争に付すことが適当で

あるものについては、原則、競争入札による調達に努めてきている。 

 

（今後の取組計画） 

①公共工事について、不良・不適格業者の排除及び適正な施工の確

保のための措置を強化するとともに、一般競争入札による調達を

逐次拡大する。一般競争入札による調達の割合（競争入札に付し

た件数に占める一般競争入札の割合）を含め、一般競争入札の実

施状況を毎年度公表する。 

（一般競争入札（詳細条件審査型一般競争入札を含む。

以下同じ。）については件数・金額ともに公表して

おり、調達割合については今後実施。一般競争入札

は逐次拡大してきており、その方策を検討しながら

引き続き実施。） 

 

一般競争入札については、件数・金額ともに公表しており、調達

割合については平成１７年１１月１４日に公表実施。 

（平成１６年度）一般競争入札の実施割合、件数ベース６％、金額

ベース４８％ 

（本省ＵＲＬ） 

http://www.mlit.go.jp/chotatsu/kourituka/kourituka.html 

一般競争入札を速やかに予定価格３億円以上の工事まで、平成１

８年度中には予定価格２億円以上の工事まで拡大する（金額ベース

で２７％→５７％、件数ベースで２．３％→１５％：平成１５年度

地方整備局実績による試算）こととする。 

 併せて、２億円未満の工事（平成１７年度においては３億円未満

の工事）についても一般競争を積極的に試行する。 

 

②上記以外の公共調達について、適切な入札参加資格を設定すると
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ともに適正な履行の確保に配慮しつつ、一般競争入札による調達

を逐次拡大する。また、一般競争入札による調達の割合（競争入

札に付した件数に占める一般競争入札の割合）を含め、一般競争

入札の実施状況を毎年度公表する。 

（一般競争入札の推進） 

平成１７年度以降も引き続き実施。 

（実施状況の公表） 

平成１６年度分より毎年度実施。 

 

物品及び役務（以下「物品等」という。）については、平成１６

年度一般競争入札の実施状況を平成１７年９月２８日に公表。 

（平成１６年度）一般競争入札の実施割合 ５８％ 

（本省ＵＲＬ） 

http://www.mlit.go.jp/chotatsu/kourituka/kourituka.html 

 

 

③公共調達について、公募型指名競争入札等の受注意欲を反映した

指名競争入札の拡大を図るため、公共工事における公募型指名競

争入札等による調達の割合（指名競争入札に付した件数に占める

公募型指名競争入札等の件数の割合）に関する目標数値を平成２

０年度において約４割として、毎年度その実施状況を公表する。 

 なお、物品及び役務の公共調達については、平成２０年度までに

平成１６年度の指名競争入札実施件数の５％以上を一般競争入札

に移行することとし、毎年度その実施状況を公表する。 

 

（実施状況の公表） 

平成１６年度分から５年間実施。 

 

公共工事については、速やかに予定価格３億円以上の工事まで、

平成１８年度中には予定価格２億円以上の工事を一般競争入札に移

行することとし（金額ベースで２７％→５７％、件数ベースで２．

３％→１５％：平成１５年度地方整備局実績による試算）、毎年度

その実施状況を公表。併せて、２億円未満の工事（平成１７年度に

おいては３億円未満の工事）についても一般競争を積極的に試行す
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る。 

物品等については、平成２０年度までに、平成１６年度指名競争

入札件数のうち、５％以上を一般競争入札に移行する予定。 

（平成１６年度）指名競争入札実施件数の５％以上 ２３１件以上

（本省ＵＲＬ） 

http://www.mlit.go.jp/chotatsu/kourituka/kourituka.html 

 

 

④ 特定建設工事共同企業体（特定ＪＶ）の結成の義務付けは原則と

して廃止する。義務付けた場合は、毎年度その理由を公表する。 

（結成義務付けの原則廃止は実施済み。理由の公表につい 

ては平成１６年度以降実施。） 

結成義務づけの原則廃止は実施済み。理由については平成１６年

度分について平成１７年１１月１４日に公表実施。 

（本省ＵＲＬ） 

http://www.mlit.go.jp/chotatsu/kourituka/kourituka.html 

 

 

【適切な競争参加資格の設定等】 

 

（これまでの取組） 

物品及び役務（以下、「物品等」とする。）の公共調達について、 

①調達する物品等の受注実績を求める場合には、「同一又は類似」

する物品等の調達規模・数量と「同等」もしくはそれ以下となる

ように設定している。 

②物品等の調達物の仕様・納入期限等を設定する場合は、発注者が

最低限必要とする仕様等に留め、過大・過剰、喫緊な調達となら

ないように努めてきた。 

 

（今後の取組計画） 

物品等の公共調達について、 

①民間部門からの受注実績も一般競争等において競争参加資格にお

ける過去の実績として適切に評価するとともに、その旨を入札公

示等に予め明記する。 
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②物品等の調達物の仕様等を設定するに当たっては、必要最小限の

性能・機能を定めるにとどめ、限られた業者しか入札に参加する

ことができないこととなることのないよう一層徹底する。 

（①及び②について、平成１７年度以降も引き続き実施） 

 

①及び②については、引き続き実施。 

 

【予定価格の適正な設定】 

 

（これまでの取組） 

予定価格の設定については、会計法令を遵守するとともに、調達

分野の市場調査や過去からの受注・納入実績、および発注者間の情

報交換等を踏まえ、逐次、適切に設定してきている。 

 

（今後の取組計画） 

  物品等の公共調達について、取引実例に係る市場調査をインターネ

ットなどを活用し幅広く行い、予定価格のより適正な設定に努める。 

（平成１７年度以降も引き続き実施） 

 

予定価格の設定については、積算資料を活用したり複数の事業者

から参考見積を徴し必要な検討を加えることなどにより適正に算出

している。 

 また、価格変動の激しいものは、インターネットを活用して常に

市場状況を把握し予定価格へ反映させている。 

 

【随意契約の適正な運用等】 

 

（これまでの取組） 

公共調達について、 

①随意契約による場合には、会計法令の定める要件に合致するかど

うかの確認を適正に行っている。 

②ＷＴＯ政府調達協定に定める随意契約案件について、契約締結前

後に契約者、契約価格及びその理由等を官報に掲載してきている。 
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（今後の取組計画） 

公共調達について、 

①随意契約による場合には、会計法令の定める要件・手続きに合致

するかどうかの確認を引き続き適正に行う。 

（平成１７年度以降も引き続き実施） 

 

随意契約によるものはその適否に対する審査を引き続き適正に行

っている。 

 

②一定金額以上の随意契約案件について、国土交通省ＨＰ（地方支

分部局等のＨＰを含む）において、契約の相手方、契約金額、随

契理由等をまとめて公表する。 

（少額随契以外のものについて、平成１７年度分より

実施。） 

 

少額随契以外のものについて、国土交通省ＨＰにて平成１７年度

分より公表実施済。 

（本省ＵＲＬ） 

http://www.mlit.go.jp/chotatsu/zuiikeiyaku/zuiikekka.html 

 なお、物品等については、平成１６年度分のＷＴＯ政府調達協定

に定める１，６００万円以上の随意契約案件について、平成１７年

９月２８日に公表実施。 

 また、公共工事（７億３，０００万円）、建設コンサルタント業

務等（７，３００万円）については、平成１７年１１月１４日に公

表実施。 

 

③随意契約の方法による委託契約等について、不適切な再委託によ

り効率性が損なわれ、経済的合理性に欠ける事態となることを防

ぐなど引き続きその適正な履行の確保に努める。 

（平成１７年度以降も引き続き実施） 

 

平成１７年３月２日付けで各地方機関等へ周知徹底済み。 

また、平成１７年６月に随意契約による委託契約に関する事務手続



国土交通省 / 7 

きについて周知し、その適正な履行の確保に努めている。 

 

④会計内部監査等において、随意契約の重点的監査を実施する。 

（平成１７年度以降も引き続き実施） 

 

会計内部監査等において、随意契約の重点的監査を実施。 

 

【落札率１事案への対応等】 

 

（これまでの取組） 

①公共工事・建設コンサルタント業務等については、予定価格等の

事後公表、入札参加業者の応札状況・入札価格について、従前よ

り公表してきた。 

②見積書の徴取を行う場合は、会計法令に基づき、複数の者から見

積書を徴取し、契約金額の低減に努めてきている。 

③再度入札の実施に関する運用を取り決め、一定回数再度入札が繰

り返された際は、入札中止等の手続きを講じてきた。 

 

（今後の取組計画） 

公共調達について、 

①一定金額以上の公共調達について、落札率を一覧表にして公表する。 

（物品等にあってはＷＴＯ政府調達協定に定める１，

６００万円以上、建設工事にあっては２億円以上、

建設コンサルタント業務等にあってはＷＴＯ政府

調達協定に定める７，３００万円以上の公共調達案

件について、平成１６年度分より実施。） 

 

公共工事・建設コンサルタント業務等については、平成１７年１

１月１４日に公表実施。 

また、物品等については、平成１７年９月２８日に公表実施。 

（本省ＵＲＬ） 

http://www.mlit.go.jp/chotatsu/kourituka/kourituka.html 
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②参考見積を徴取する場合には、原則として複数の業者から徴取す

るとともに、参考見積をもとに予定価格を作成する場合には、見

積金額の比較、取引実例との比較等を行い、より適正な予定価格

の設定に引き続き努める。 

（平成１７年度以降も引き続き実施） 

 

予定価格の設定については、積算資料を活用したり複数の事業者

から参考見積を徴し必要な検討を加えることなどにより適正に算出

している。 

 また、価格変動の激しいものは、インターネットを活用して常に

市場状況を把握し予定価格へ反映させている。 

 

③再度入札を繰り返すことは可能な限り避け、落札者がいない場合

には、再度公告入札を行う。 

（物品等の調達案件については平成１７年度以降も

引き続き実施。公共工事等については引き続き、落

札者がいない場合に再度公告入札を行うことを原

則とする。） 

 

公共工事等については引き続き、落札者がいない場合に再度公告

入札を行うことを原則とする。 

物品等については、平成１７年３月３１日付けで、再度入札回数

を制限するとともに、落札者がいない場合には再度公告入札を行う

ことを原則としている。 

 

【国庫債務負担行為の活用】 

 

（今後の取組計画） 

①コピー機、パソコン等の物品について、購入する場合や単年度賃

貸借を行う場合と比較して複数年度のリース契約を行うことに合

理性が認められる場合には、国庫債務負担行為による複数年度契

約によることとする。 

②複数年度にわたる情報システムの開発等について、原則として国
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庫債務負担行為による複数年契約により実施することとする。 

（①及び②について、概算要求に向けて検討） 

 

①及び②については、引き続き対象案件について検討中。 

 

【調達手続き等の電子化】 

 

（これまでの取組） 

①物品等の政府調達手続の入札・開札の電子化は、「バーチャル・

エージェンシーの検討結果を踏まえた今後の取組について」（平

成１１年１２月２８日 高度情報通信社会推進本部決定）に基づ

き、電子政府ｅ－ｊａｐａｎ構想の一環として、平成１５年度中

に全省庁において実施することとなっていることを受け、国土交

通省においても、電子入札（非公共事業）のシステムの整備を行

ってきている（平成１６年度までの電子入札実施件数：３３１件）。 

②総務省との連携により、物品等の入札時に用いる「競争参加資格

登 録」をインターネット上において実施できるような体制を整

備してきているところ（平成１３年１月１０日より受付開始）。 

 

（今後の取組計画） 

①物品等の政府調達手続の入札・開札の電子化については、平成１

７年度より本省・地方支分部局等における競争入札について、原

則的に電子入札を実施する。 

（平成１７年度以降は、電子入札による応札割合を高

めるよう引き続きＰＲを行う。） 

 

物品等の電子入札実施件数（国土交通省全体）平成１７年１２月

末現在             ３，０６９件実施（開札）済み

 

②総務省との連携により整備した、物品等の入札時に用いる「競争

参加資格登録」をインターネット上において実施できるような体

制を利用し、電算機処理等に係る事務処理コストの縮減を図る。 

（平成１７年度以降も引き続き実施） 
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引き続き、インターネット上での登録実績が増加するよう、企業

側にＰＲを実施。 

 

【その他】 

 

（これまでの取組） 

①物品等の公共調達については、計画的な購入等に努め、一括購入・

一括発注を行なうことが経済的に有益な場合は、その実施に取り

組んでいる（消耗品、印刷物など）。 

②本省の複数の部局で共通して使用する事務用品等について、一括

購入契約を行ってきている（平成１６年度：消耗品等１５７品目）。 

③文具等の適正な使用や両面コピーの推進等に努め、事務用品の使

用量の抑制に努めてきている。 

④広報記事などを電子的に読み込むことにより、常時閲覧できるよ

うにして、環境負荷軽減や事務処理コスト縮減をしてきていると

ころ（平成１４年２月より現在まで実施：国土交通本省内）。 

⑤電話料金（携帯電話を含む）について、各社の割引サービスを比

較し、最適なものの利用に努めてきている。 

⑥庁舎屋上に太陽光発電システムを率先して整備し、電力を供給し

てきているところ（平成１４年１２月より導入、平成１６年度約

４．５万ｋｗｈ強）。 
⑦既存の庁舎において、グリーン診断に基づくグリーン改修を実施し 
  てきているところ（平成１３年４月より実施）。 

 

（今後の取組計画） 

①物品等については、徹底した仕様の見直し・合理化によるコスト

削減を図る（過剰仕様等の排除）。 

②事務用品等の一括購入・一括発注を、引き続き推進する。 
③文具等の適正な使用、両面コピーの推進等をさらに徹底して、事

務用品の使用量の抑制を図り、無駄な発注を避けることにより、

一層のコスト縮減を図る。 
④広報記事などを電子的に読み込むことにより、常時閲覧できるよ

う にして、環境負荷軽減や事務処理コストの低減を図る。 
⑤電話料金の割引制度の活用を、引き続き図る。 
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⑥庁舎屋上に整備された太陽光発電システムの適正な保全を通じた

電力供給による環境負荷軽減やコスト縮減を図る。 

⑦電力供給契約の入札を実施する。 

⑧庁舎の光熱水費を削減するため、グリーン診断に基づくグリーン

改修の推進を図る。また、他の先進的事例を参考に、ＥＳＣＯ事

業導入の検討等を進める。 

（①～⑦については平成１７年度以降も引き続き実

施。⑧については、グリーン診断に基づくグリーン

改修は平成１７年度以降も引き続き実施し、ＥＳＣ

Ｏ事業導入の検討等については、平成１６年度より

実施。） 

 

①～⑥については、引き続き実施。 

⑦については、国土交通本省、地方機関等の一部において契約締結。

その他の地方機関においても、引き続き実施に向け検討中。 

（平成１７年度）４０件実施（開札）済み、６件入札公告中 

なお、合同庁舎第３号館の電力入札を実施した結果を勘案し、平

成１８年度予算においても減額。 

283,942千円（16年度）→ 226,678千円（17年度） 

→ 178,350千円（18年度）  ▲２１％ 

 平成１８年度予算における削減効果    ▲４８，３２８千円

⑧グリーン改修の推進については、引き続き実施。なお、平成１７

年度中に国土交通本省におけるＥＳＣＯ事業導入に向けた調査検討

業務を発注予定。  

 

⑨競争入札の方法による委託契約についても、再委託の承認等必要

な措置をとるなどその適正な履行の確保に努める。 

（平成１７年度以降も引き続き実施） 

 

平成１７年３月２日付けで各地方整備局長等へ周知徹底済み。 

また、平成１７年６月に随意契約による委託契約に関する事務手

続きについて周知し、その中で競争入札についても、その適正な履

行の確保に努めている。 
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 ⑩港湾空港直轄事業における電子入札の全面的導入等により、入札情

報サービス（ＰＡＳ）へのアクセス件数がアップし、同じコストで 

の利用者の増加及び事務処置の効率化を図る。（平成１５年度より実施） 

   

【行政コスト削減に関する取組】 

 ＰＡＳへのアクセス状況 

 ４０３，０００件（１５年） 

 → ５４６，０００件（１６年） 

 → ５６５，０００件（１７年） 

 

３．公共事業のコスト縮減 

 

（これまでの取組） 

平成９年度に「公共工事コスト縮減対策に関する行動指針」を踏

まえた行動計画を策定し、工事コストの低減について取組を実施。 

平成１２年度に「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」

を踏まえ「国土交通省公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画」

を策定。従来の工事コストの低減に加え、ライフサイクルコストの

低減等を含めて基本的視点とし、総合的なコスト縮減について取組

を実施。 

平成１４年度の国土交通省・関係公団等の工事コスト低減は、平

成８年度と比較し、１３．６％、物価の下落を含めると２１．３％

となっている。 

さらに、平成１５年３月に、「国土交通省公共事業コスト構造改

革 

プログラム」を策定し、コストの観点から公共事業の全てのプロ

セスを見直す「コスト構造改革」の取組を開始。 

平成１５年度から５年間で、平成１４年度と比較して１５％の総

合コスト縮減を達成することを目標としている。 

なお、平成１５年度における総合コスト縮減率は、国土交通省・

関係公団等で６．１％（物価の下落等を除く。）となった。 

 

（今後の取組計画） 

平成１５年３月に、「国土交通省公共事業コスト構造改革プログ
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ラム」を策定し、平成１５年度から５年間で、平成１４年度と比較

して１５％の総合コスト縮減を達成することを目標としている。 

コスト構造改革を実現するための施策として、①事業のスピード

アップ８施策、②計画・設計から管理までの各段階における最適化

１４施策、③調達の最適化１２施策、計３４施策を５年間で取り組

んでいく予定。 

なお、具体的な施策としては、以下のとおり。 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

平成１９年度までの５年間で１５％の総合コスト縮減率を達成す

ることを目標とし、鋭意コスト縮減に努めているところ。 

平成１６年度の総合コスト縮減率は、国土交通省・関係公団等で

７．３％（物価の下落等除く）となった。 

 

 ○構想段階における住民参加手続きガイドラインを策定し、推進。 

（平成１５年６月３０日に、「国土交通省所管の公共事業の構想

段階における住民参加手続きガイドライン」を策定。ガイドラ

インに基づき、各事業において、住民参加の取り組みの推進を

図る。） 

 

ガイドラインに沿って、各事業において、住民参加の取り組みの

推進を図っている。 

 

 ○空港整備事業の迅速化。 

（羽田空港再拡張事業において、環境アセスメント、漁業補償等

の各種手続を速やかに実施した上で、新設滑走路及び連絡誘導

路の整備を設計・施工一括で行うことにより事業の迅速化を図

り、平成２１年１２月までに供用する予定。） 

 

平成１６年７月２７日に設計・施工一括発注方式を採用した一般

競争入札を公告し、平成１７年３月２９日に契約を実施。     

現在平成１８年春の現地着工を目指し、請負者が実施設計を行っ

ており、平成１８年度は引続き新設滑走路・連絡誘導路の工事等を

推進する予定。 
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 ○地籍調査に関する各都道府県の連絡調整協議会を活用して公共事

業との連携を図る。 

（平成１５年１月に都道府県に対し、地籍調査事業推進のための

連絡会議の設置及び開催について通知を発出。平成１６年度以

降は、より多くの都道府県において連絡会議の設置及び活用が

進められるよう、引き続き働きかけを行っていく。） 

 

地籍調査の担当者会議等において連絡会議等を通じた公共事業担

当部局との連携強化を働きかけた結果、多くの都道府県や市町村等

において、連絡会議や打合せ等を通じた連携強化が進められている。

 

 ○用地幅杭打設から３年または用地取得率が８０％になった時のい

ずれか早い時期までに事業認定申請手続きに移行すべきというル

ールを周知徹底するとともに、用地取得の進捗状況等の公表を図る。 

（適期申請ルールについての徹底を図るとともに、インターネッ

ト等を活用して、用地取得の進捗状況、事業の見通し、事業期

間延長の場合の理由や対応策等を公表するよう義務付けた通

達を平成１５年３月２８日に発出。 

 これに基づき、各地方整備局等において、平成１５年７月から

用地取得の進捗状況等の情報について、ＨＰを活用し公表を開

始。関係公団等にも同様の取り組みを求めるため、７月３１日

に、関係省庁、関係公団本社等間において申合せを実施。 

 また、所管補助事業においても同様の取り組みがなされること

を促すため、都市、河川、道路及び港湾の各事業部局より各地

方整備局等あて、適期申請ルール等について地方公共団体に周

知するよう通知。 

 地方公共団体等にも同様の取り組みを求めるため、各地方ブロ

ックごとに、都道府県等の間においても申合せを実施。 

 平成１６年度以降も、標記取り組みを実施していく。） 

 

平成１７年度に引き続き、適期申請ルールを周知徹底するととも

に、用地取得の進捗状況等の公表を図る。 
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 ○営繕事業に関する技術基準等を統一し、各省庁施設の整備における

合理的な設計、工事書類等作成の効率化を推進。 

（平成１５年３月、１７の技術基準類及び工事書式類が「統一基

準」として決定され、同年４月より運用を開始。 

 これらのうち、工事標準仕様書は、大規模な改定作業を平成１

５年度に行い、平成１６年度版として取りまとめた他、公共建

築工事標準歩掛りについて改定を行い、平成１７年度版として

取りまとめた。また、「木造工事共通仕様書」が「統一基準」

として決定され、平成１６年４月より運用を開始。新たに医療

関係施設の基準について検討を行い、統一基準として平成１８

年度より運用を開始予定。） 

 

平成１６年度から、新たに医療関係施設の基準について検討を行

い、統一基準として平成１８年度より運用を開始予定。 

また、関連基準の改定等に伴い、平成１８年度から適用するため、

「公共建築工事標準歩掛り」の一部見直しを行う。 

 

 ○高規格幹線道路における追越区間付き２車線構造の導入。 

（平成１５年７月２４日に道路構造令（政令）を改正。今後、本

政令に基づき、地域に応じた道路整備を行い、コスト縮減と整

備効果の早期発現を推進。） 

 

改正された道路構造令に基づき、地域に応じた道路整備を推進す

る。 

 

 ○都市内の渋滞対策として乗用車専用道路の導入。 

（平成１５年７月２４日に道路構造令（政令）を改正。今後、本

政令に基づき、地域に応じた道路整備を行い、コスト縮減と整

備効果の早期発現を推進。） 

改正された道路構造令に基づき、地域に応じた道路整備を推進す

る。 

 

 ○インターチェンジを簡易な形式に見直す。 

（インターチェンジの構造をトランペット型からダイヤモンド型
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など、簡易な形式に見直すための道路構造設計等を実施中。見

直した道路構造設計による、地元設計協議等を実施し、準備の

整ったところから事業を実施。） 

 

見直した道路構造設計による、地元設計協議等を実施し、準備の

整ったところから事業を実施。 

 

 ○経済性に優れた新技術の活用を促進するため、数値目標を設定し、

一定割合の工事において新技術を試行する。 

（平成１６年度数値目標を設定し、新技術の活用を促進。） 

 

平成１９年度までに新技術を試行・活用する工事件数の割合の目

標を３０％に設定。これを基に新技術の積極的な試行・活用を図る。

 

 ○官庁施設の運用段階における省エネルギー対策を推進するため、エ

ネルギー消費に係る施設の使用状況を踏まえた判断指標や施設運

用マニュアル等を新たに整備し、光熱水費の縮減を支援・指導。 

（平成１７年３月に「地球温暖化に寄与するための官庁施設の利

用の手引き」を作成し各省各庁に通知。これを基に平成１７年

度以降各省各庁を支援・指導していく。） 

 

平成１７年度は、全国４６箇所において、各省各庁の施設管理者

等を集めて開催している施設保全連絡会議を通じて周知徹底を図る

とともに、必要に応じて現地での保全実地指導を行った。今後も引

き続き連絡会議を通じて周知するとともに、現地での保全実地指導

を通じて各省各庁を支援・指導していく。 

 

 ○既存ダムに排砂バイパス等を整備することによる堆積土の浚渫費

用の縮減。 

（現在直轄１ダムで排砂バイパスを整備中であり、平成１５年度

より直轄１ダムにおいて、関連工事に着手。平成１７年度以降

も引き続き、計画堆砂量より土砂の堆積が進んでいるダム等に

おいて、随時排砂バイパス等の整備を検討。） 

 



国土交通省 / 17 

現在直轄２ダムで排砂バイパス等を整備中であり、引き続き、計

画堆砂量より土砂の堆積が進んでいるダム等において、随時排砂バ

イパス等の整備を検討。 

 

 ○除草に伴う刈草処理と利活用に関する地域住民との連携。 

（既に、一部の河川においては、刈草の処理として、地元酪農家

や農業関係者による無償の引き取りを行っており、従前の処分

費の軽減にも大きく寄与。 

 平成１７年度以降も引き続き、地元住民等との調整を図りつつ

実施。） 

 

引き続き地域住民との連携調整を図り、除草に伴う刈草の利活用

を推進する。 

 

 ○道路管理における道路構造物の総合的資産管理システムの構築、運

用。 

（橋梁延命化のための予防的修繕のマネジメントを強化する（将

来の劣化予測に基づく優先事業選定支援システムの運用）。） 

 

 橋梁の三大損傷（疲労、塩害、アルカリ骨材反応）について、優

先的に対策を実施し、将来の劣化予測に基づくマネジメントを強化。

 

○公共工事について、適切な競争参加資格の設定等により、不良・不適

格業者の排除及び適正な施工の確保のための措置を強化するとと

もに、優れた企業による競争を推進するため、業者選定に当たり技

術力を評価できる環境を整備する。 

（企業の持つ技術力評価を適切かつ効率的に行うため､全国の直

轄工事の工事成績データベースを構築し、運用を開始している。

また、各地方公共団体への工事成績情報の提供・交換方法を順

次検討する。 

 また、工事成績が一定以下の業者について競争参加資格を認め

ない措置の導入（平成１６年度）等、過去の成績を適切に反映

させるとともに、民間部門からの受注実績も一般競争等におい

て競争参加資格における過去の実績として適切に評価する。） 
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全国の直轄工事の工事成績データベースについて構築済み。 

また、国土交通省直轄工事の一般競争入札、公募型指名競争入札、

工事希望型指名競争入札について、工事成績が一定以下の業者につ

いて競争参加資格を認めない措置を導入済み。 

 

 ○総合評価落札方式の活用を推進する。 

（公共工事において、価格だけでなく技術や品質を含めた競争の

促進を図る。特に、公共工事の入札に係る総合評価方式の実施

に関する毎年度の目標値を前年度までの実施状況を踏まえつ

つ定め（平成１７年度については、総発注金額の４割以上）、

総合評価方式の採用を推進する。 

 また、地方公共団体等に対し、総合評価方式に関する情報の普

及の一層の推進を図るため、事例集の作成等を引き続き実施。） 

 

総合評価方式について、平成１７年度においては総発注金額の４割

超、平成１８年度には５割超まで拡大することを目標として実施中。 

また、国土技術総合政策研究所において、「公共工事における総合評

価方式活用検討委員会」を設置し、国土交通省直轄工事に適用する「総

合評価方式活用ガイドライン」を策定。 

 

 ○ＶＥ方式、設計・施工一括方式等の技術力による競争を推進する。 

（公共工事について、ＶＥ方式・設計・施工一括方式等を活用す

る。特に、入札時ＶＥの実施に関する目標値を定めて（平成１

７年度については総発注金額の４割以上）、入札時ＶＥの採用

を推進する。 

 また、大規模かつ技術的な難易度の高い工事において、入札後

契約前ＶＥを実施（平成１６年度に試行開始）。 

 

入札時ＶＥ方式について、昨年度以上の件数を実施することを目

標として実施中。（平成１６年度：４８４件） 

 

 ○電子入札システムの活用を引き続き図る。 

（電子入札システムの活用を引き続き図
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る。） 

 

電子入札について、引き続き、全ての建設工事等を対象に実施。

 

 ○ＰＦＩセミナーや民間ヒアリングの実施により、官民共通認識の形

成を図り、ＰＦＩ方式の導入を推進する。 

（平成１６年度中に、ＰＦＩに関わりのある民間事業者、金融機

関等に個別ヒアリングを実施するとともに、全国９会場で民間

事業者、地方公共団体等を対象にセミナー等を開催。今後も引

き続き民間等ヒアリングの実施等により、官民共通認識の形成

を図り、ＰＦＩ方式の導入を推進。） 

 

 民間事業者、金融機関等に個別にヒアリングを実施し、平成１７

年１０月～平成１７年１２月にかけて「平成１７年度国土交通省Ｐ

ＦＩセミナー」を全国９会場で開催した。 

今後とも引き続き民間等ヒアリングの実施等により、官民共通認

識の形成を図り、PFI方式の導入を推進する。 

 

○積算価格の説明性・市場性を向上するとともに、積算にかかるコスト、

労力を低減する「ユニットプライス型積算方式」への移行を検討し、

試行する。 

（平成１６年度から舗装工の一部において試行を開始。平成１７

年度は試行件数を拡大するとともに、試行の結果を踏まえつつ、

対象工種を拡大。） 

 

平成１６年度から舗装工の一部において試行を開始。平成１７年

度は試行件数を拡大するとともに、試行の結果を踏まえつつ、対象

工種を拡大。 

 

 ○インターネット等を活用して大口取引を適切に把握し、それを積算

に反映する。 

（超大口価格調査の実態について把握するとともに、インターネ

ット等を活用した見積公募について、具体的な実施方法を検討。 

 超大口価格を採用する予定工事を抽出し、平成１６年度からイ
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ンターネット等を活用した見積公募について試行。） 

 

平成１６年度は、インターネットを使用した見積の公募について

試行に着手。平成１７年度は、前年度の試行結果を踏まえ、制度に

見直しを加え試行を実施中。 

 

４．電子政府関係の効率化 

 

【業務・システムの最適化と行政組織等の減量・効率化】 

 

（１）各府省に共通する業務・システム 

（これまでの取組） 

平成１６年２月１０日に開催された第５回ＣＩＯ連絡会議に

おいて、最適化の対象となる業務・システムが決定されたところ。 

 

（今後の取組計画） 

① 業務・システムの最適化 

各府省に共通する業務・システムについて、平成１７年度末

までのできる限り早期に最適化計画を策定するとともに、当該

計画に基づき、可能な限り早期に業務の効率化と経費の削減を

図る。なお、最適化計画の策定に際しては、業務処理時間や経

費の削減効果（試算）を原則として数値で明示する。 

すでに最適化計画が策定されている業務・システム（人事・

給与等）の内部管理業務については、人事・給与等の業務・シ

ステムの最適化計画等に基づき定員削減等の目標を定めた効率

化措置等の合理化計画を策定する。 

（上記の最適化計画等に基づき、合理化計画の策定

に着手する。） 

 

最適化計画等に基づき、策定に着手することとした合理化計画に

ついては、「定員合理化計画（平成１７年１０月閣議決定）によっ

て既に所要の措置が講じられたことから、今後は新システムの構成

を精査するとともに、新システムの完成後においては、既存の業務・

システムとのギャップ分析を行った上で業務量を検証し、これらに
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応じて合理化の検討に着手する。 

なお、人事・給与関係業務情報システムについては、人事院、総

務省及び財務省が開発を進めているところであるが、「人事・給与

等業務・システム最適化計画」に定められている既存システムから

の更新期限（平成19年度末）までに整備するために、2ヵ年に分けた

導入計画を策定し、初年度として所要の経費要求を行ったところ。

 

 

②行政組織等の減量・効率化 

内部管理業務への情報通信技術の活用及びこれに伴う業務

の見直しを行う。特に、｢電子政府構築計画｣に基づき新たに

共通的なシステムが構築される内部管理業務（人事・給与等、

共済、物品調達、物品管理、謝金・諸手当、補助金、旅費等

の業務）については、業務全体として、平成１７年度から平

成２１年度までの５年間で、実質的に４割以上の効率性の向

上を図り、当該業務に係る定員の３割以上の削減を行う。 

その他の業務・システムについても、最適化の実施による

業務の効率化、合理化を図る。 

 

「電子政府構築計画」に基づき新たに共通的なシステムが構築さ

れる内部管理業務に係る定員については、「定員合理化計画」（平

成１７年１０月閣議決定）を踏まえ、平成２１年度までの５年間で

３割以上の削減を行うことについて、鋭意検討中。 

今後は、最適化計画を策定した業務・システムについて、新シス

テムの構成を精査するとともに、新システムの完成後においては既

存の業務・システムとのギャップ分析を行った上で業務量を検証し、

これに応じて合理化の検討に着手する。 

 

（２）個別府省の業務・システム 

（これまでの取組） 

平成１６年２月１０日に開催された第５回ＣＩＯ連絡会議に

おいて、最適化の対象となる業務・システムが決定されたところ。 

個別業務・システム３件（旧式（レガシー）システムを含む。）

について、見直し方針、最適化計画を策定。 
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 汎用電子計算機システムについては、最適化を実施済（汎用電子

計算機システムの運用廃止）。 

 

平成１８年度予算における削減効果    ▲２５３，６５８千円

 

（今後の取組計画） 

①旧式（レガシー）システムについては、「業務・システムの見

直し方針」の策定に加え、刷新可能性調査を実施し、それらの

結果を踏まえ最適化計画を策定する予定。なお、策定に際して

は、業務処理時間や経費の削減効果（試算）を原則として数値

で明示する。 

（システム構成、調達方法等の見直し及び徹底した

業務改革を進める。） 

 

自動車登録検査業務電子情報処理システム（ＭＯＴＡＳ）につい

ては、最適化計画を策定中。 

気象資料総合処理システム等については、最適化計画を策定済。

 

②旧式（レガシー）システムの新システムへの移行状況に合せて、

業務の合理化を図る。このため、旧式（レガシー）システムに

関する最適化計画等に基づき、定員削減等の目標を定めた効率

化措置等の合理化計画を策定する。 

（刷新可能性調査結果を踏まえた最適化計画等に

基づき、合理化計画の策定に着手する。） 

 

気象資料総合処理システム等については、最適化計画に基づい

て最適化を進めていく。 

 共用電子計算機システム（つくば地区旭庁舎）については、最

適化計画に基づいて平成１７年２月に更新したシステムを供用

していく。 
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気象資料総合処理システム等については、最適化計画に基づき、

平成１６・１７年度に高性能数値予報モデル用スーパーコンピュー

タの整備及び次世代気象情報通信網（東日本アデス）の整備を実施

中。なお、今後予定している西日本アデス整備をもって最適化を完

了する計画であり、これにより最低でも年間約２億円の経費削減が

見込まれる。 

 

（３）オンライン化に対応した減量・効率化 

（これまでの取組） 

「電子政府構築計画」（平成１５年７月１７日ＣＩＯ連絡会議決

定）に基づき、手続の簡素化・合理化に係る５項目（必要性の乏

しい手続の原則廃止、申請・届出等の頻度軽減、添付書類の省略・

廃止、処理期間の短縮、変更手続の簡素化）について、必要性の

乏しい手続の廃止、申請・届出等の頻度軽減等の措置を講じたと

ころ。 

 

（今後の取組計画） 

ア．オンラインの推進 

 
①公表資料等の活用により６５件の添付書類について軽減を図

る予定。 

（平成１７年度中に所要の措

置を講じ、添付書類の軽減を

図る予定。） 

 

公表資料等の活用により６５件について、措置済み。 

 

②決裁の合理化・電子化を進めることにより処理期間の短縮を図

る。 

（国土交通省オンライン申請システムと総合文書

管理システムとの連携等による決裁の合理化・電

子化を進めており、引き続き処理期間の短縮を図

る予定。） 
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【行政コスト削減に関する取組】 

決裁の合理化・電子化を進めており、引き続き処理期間の短縮を

図る。 

 本省電子決裁率（／１ヶ月） 

 平成１５年４月 ４．７% → 平成１７年１１月 １５．８％ 

 

③各種許可・認証等の変更手続１４件について簡素化を図る予定。 

（平成１７年度中に所要の措置を講じ、変更手続の

簡素化を図る予定。） 

 

各種認可・認証等の変更手続６件について簡素化を措置済み。８

件について概ね平成１７年度中に簡素化を図る予定。 

 

また、年間申請件数の多い（年間申請件数10万件以上）手続

を「オンライン利用促進対象手続」として定め、オンライン

利用促進のための行動計画を平成17年度末までのできる限り

早期に策定し、業務の効率化を図る。 

 

 年間１０万件以上の８手続について「オンライン利用促進対象手

続」に選定済み。今後は、オンライン利用促進のための行動計画を

平成１７年度中に策定し、業務の効率化を図る。 

 

④不動産鑑定士試験の受験申込みについて、電子申込みを可能に

するシステムを整備することによる国民の利便性の向上、及び

事務処理の効率化を図る。（平成１６年度より実施） 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

不動産鑑定士試験の電子申込みを可能にするシステムを、１７年

度中に構築した。 

 

⑤宅地建物取引業の免許申請等手続きについて、インターネット

を活用したオンライン申請システムを構築することにより

申請者の負担軽減及び利便性の向上、並びに申請の受理か

ら免許等までに要する事務処理の効率化を図る（平成１８
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年度より実施）。 

 
【行政コスト削減に関する取組】 

 大臣免許に係る宅地建物取引業の免許申請の電子申込みを可能に

するシステムを、１８年度中に構築する予定。 

 

⑥海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）及び船舶運航事業者

等の提出する定期報告書に関する省令（昭和２６年運輸省令

第５４号）により規定されている旅客船事業に係る報告書の

提出について、電子化による提出者負担の軽減、事務の効率

化を行う。 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

平成１６年度より、同申請はオンライン化されており、運航事業

者は電子化された報告様式をインターネットで提出することが可能

となっている。 

 

⑦特殊車両通行許可事務について、電子申請システムを活用した

場合において申請の審査及び許可証の発行等に要する処理時

間を短縮。（平成１６年度より実施） 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

平成１６年度より取組みを開始しており、今後も継続的に実施。

 

⑧平成１１年１０月から一部の港で試行的に導入していた、港湾

管理者及び港長に対する入出港届、係留施設使用許可申請等に

ついて、従来の紙による手続に替えて、インターネット等を利

用した手続を可能とする電子化（港湾ＥＤＩシステム）の本格

運用を平成１５年６月より開始し、利用者の利便性の向上及び

行政事務の効率化を推進する。（平成１５年度より実施） 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

申請件数（／１ヶ月） 

平成１１年１０月：５４１件 
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→平成１６年１１月：４１,７９５件 

→平成１７年１１月：７０，２３９件 

 

⑨平成１５年７月２３日より、港湾EDIシステムとSea-NACCS（通

関情報処理システム）、乗員上陸許可支援システムを相互に接

続した輸出入・港湾関連手続のシングルウィンドウ化（税関、

入国管理局、港湾管理者、港長、検疫所等に対する申請手続が、

インターネット等を通じ一度の入力・送信で完了する事ができ

る手段）を実現し、更なる利用者の利便性の向上及び行政事務

の効率化を推進する。（平成１５年度より実施） 

 

【行政コスト削減策に関する取組】 

シングルウィンドウシステム申請件数（／１ヶ月） 

平成１５年７月：３８２件 

→平成１６年１１月：１８,１４８件 

→平成１７年１１月：６６，２８４件 

 

⑩航空運送事業者に係る運賃・料金及び事業計画の変更届出の

オンライン化（電子申請の実現）により、利用者負担の軽減

及び事務処理の効率化を図る。 

 

【行政コスト削減策に関する取組】 

電子申請率 

０％（取組み開始年度）→ 76.7％（14年度） 

→ 86.8％（15年度）→ 88.6％（16年度） 

 

⑪直轄国道の道路占用許可申請手続きについて、インターネット

を活用したオンライン申請を行った場合における申請者の負

担軽減及び利便性の向上、並びに申請の受理から許可等までに

要する事務処理の効率化を図る。（平成１２年度より実施） 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

平成１２年度より取組みを開始しており、今後も継続的に実施。
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⑫観閲式及び総合訓練の参加申し込みをインターネットでも

受け付け、利用者の利便性向上を図る。 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

インターネットによる申し込み件数と全体に占める割合の増加 

1,615件・18％（１２年度）→ 6,288件・59％（１７年度） 

 

⑬データ入力ソフトウェアー（気象庁登録船舶全６７０隻に

配布済）の活用により、報告者負担の軽減及び事務処理の

効率化が図られているため、引き続き、電子媒体による観

測報告の増加を推進する。（平成１７年度以降も引き続き実

施） 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

観測報告総数に対して電子媒体による報告の占める割合が増加 
１１%（１１年）→２９%（１７年） 

 

イ．オンライン化に対応した減量・効率化 

オンライン化に対応した減量・効率化の実をあげるため、法令

に基づく全ての行政手続の２割以上について、手続の削減・統合、

添付書類の削減・廃止・電子化等の簡素化・合理化を行う。併せ

て、紙による申請・届出を前提とした業務処理過程・体制の抜本

的見直しを行い、受付・審査等の事務の縮減による減量・効率化

を図る。 

また、電子入札について、全面的な実施を推進する。 

 

「手続の簡素化・合理化計画」に基づき、当省所管の申請・届出

等手続について、平成１７年度末までに、必要の乏しい手続の廃止、

頻度軽減などの措置を講ずる。 

 電子入札については、引き続き、全面的な実施を推進していく。

 

【国家公務員給与の全額振込化】 

 

（これまでの取組） 
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給与の支給について、職員の協力を得て、全額振込化に努めて

きたところ。 

 

（今後の取組計画） 

今後とも引き続き、給与の全額振込化について、職員の協力を

得つつ推進し、平成１７年度末までに、山間・僻地等全額振込が

困難な地域を除き、原則として１００％の実施を目指す。 

（ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画－２００２等に基づく

人事・給与等業務の見直しの動向等にも注視しつ

つ、推進を図る。） 

 

 給与の全額振込化について、職員の協力を得てその推進に努める。

 

５．アウトソーシング 

 

（これまでの取組） 

①以下の業務について、外部委託しているところ。 

・ 庁舎管理業務（警備、清掃、設備維持管理） 

・ 受付・案内業務 

・ 公務員宿舎管理業務 

・ ホームページの作成・管理業務 

・ 情報システム（庁内ＬＡＮ）管理業務 

・ 研修業務（語学） 

・ 統計・通訳業務 

・ 公用車関係業務（運転業務） 

・ 電話交換業務 

・ 定期刊行物・ポスター等の発送業務 

・ 秘書業務 

・ 審議会等議事録作成業務 

・ 翻訳・通訳業務 

・ シンポジュウム・セミナー・会議等のアレンジ業務 

②空港における警備、事故時の消火活動、医療救難活動の効率化を

図るため、国管理空港において現場業務を、また、航空交通管制

機器及び航空保安無線施設について保守業務を外部委託している
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ところ。 

 ③道路運送車両法に基づく軽自動車の検査事務について、民間法人で

ある軽自動車検査協会を活用しているところであり、自動車リサイ

クル法に基づく軽自動車のリサイクル預託金納付の確認業務につ

いても、平成１７年２月より同協会を活用して実施している。 

 ④船舶安全法等に基づく船舶の安全、保安対策及び海洋汚染防止に関

する船舶検査について、船級協会の検査を活用しているところ。 

 ⑤地方整備局等において、公物等の維持管理等に係る業務を外部委託

しているところ。 

 ⑥気象観測用の測器検定について、外部委託しているところ。 

 ⑦海図の数値化・印刷・供給業務を外部委託しているところ。 

⑧航路標識の保守業務について、可能なものから外部委託している

ところ。 

 

（今後の取組計画） 

 ①②④⑤⑥⑦⑧について 

今後とも引き続き、外部委託を図る。 

（平成１７年度以降も引き続き実施） 

 

①⑤について 

今後とも引き続き、外部委託を図る。 

 

・ 庁舎管理業務 

   平成１６年度まで業務の一部を外部委託していた中央合

同庁舎第３号館等の空調運転業務を平成１７年度において

完全外部委託した。 

業務委託費 169,876千円（平成１８年度予算額） 

 

・ホームページの管理業務（但しサーバーを除く） 

  業務委託費 8,151千円（平成１８年度予算額） 

 

・情報システム（庁内ＬＡＮ）管理業務 

    業務委託費 203,081千円（平成１８年度予算額） 
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・公用車関係業務（運転業務） 

業務委託費 203,993千円（平成１８年度予算額） 

 

・電話交換業務 

業務委託費 8,453千円（平成１８年度予算額） 

 

  電話交換業務については、休職、休業及び退職による職員の欠

員の補充を外部委託により実施している。 

今後における欠員の補充も外部委託とし、将来的には完全外部

委託とする。 

 

電話交換業務従事者数 

１４名（１５年度）→１３名（１６年度） 

→１３名（１７年度）→１２名（１８年度） 

 

②について 

（空港における警備、事故時の消火活動） 

 消防救難業務従事者数 

１８４名（９年度）→１７２名（１６年度） 

→１７４名（１７年度）→１７２名（１８年度） 

 

平成１６年度から１８年度にかけて人員数はほぼ横這いである

が、平成１７年度においては消防体制強化に伴う人員の大幅な増

加分については全て民間に委託した。 

 

（航空交通管制機器等の保守業務） 

管制技術官数 

１，７２９名（１１年度）→１，５８０名（１６年度）     

→１，５４３名（１７年度）→１，４９９名（１８年度） 

平成１８年度予算への反映 

▲４４名（うち外部委託分▲４３名）

 

平成１８年度においては、管制技術業務について更なる民間委

託を実施することとしており、平成３０年度までには、管制技術
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官を平成１１年度の半数程度まで削減することとしている。 

 

④について 

船舶安全法等に基づく登録船級協会として１法人（日本海事協

会）を登録しているが、複数の船級協会が登録を希望しており、

今後登録審査を進めていく。 

 

⑥について 

気象観測用の測器検定については、完全に業務委託を行ってお

り、今後とも引き続き、外部委託を図る。なお、気象観測用の測

器検定に関し、新たに生じる業務がある場合には、引き続き業務

委託を原則として検討する。 

 

⑦について 

 海図の数値化については外部委託により全ての作業が完了したと

ころであり、海図の印刷・供給業務については現在全てを外部委

託しているところである。 

  

⑧について 

平成１７年度から、保守業務の一部を外部委託しているところで

ある。 

平成１８年度予算における削減効果    ▲２９，１０８千円

 

 ③について 

改正道路交通法（平成１８年施行予定）の規定に基づく軽自動車

の駐車違反反則金納付の有無に係る確認業務について、軽自動車

検査協会を活用し、改正道路交通法の施行にあわせ実施する。 

  

駐車違反反則金納付確認業務は改正道路交通法の施行（平成１８

年６月）にあわせ実施する予定。 

また、軽自動車の検査業務に係る業務については、今後新たに生

じる業務についても同協会を活用することを検討する。 

 

  上記①から⑧までに加え、新たに以下の事項に取り組む。 
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 ○住民団体やＮＰＯ等による公園施設の整備・管理の促進を図る。 

（第１５９国会で都市緑地保全法等の一部を改正する法律が成

立したところであり、今後制度の積極的活用を図る） 

 

都市緑地保全法・都市公園法の改正趣旨を踏まえ、引き続き制度

の積極的活用を図る。 

 

６．ＩＰ電話の導入 

 

（これまでの取組） 

ＩＰ電話の導入に向けた検討を行った結果、平成１６年度に本省

の一定割合の回線をＩＰ技術を利用した通信サービスに移行。 

 

（今後の取組計画） 

  費用面・技術面での動向を踏まえつつ、引き続き導入規模等につい

て検討を続ける。 

 

平成16年度以降、本省の一定割合の回線についてＩＰ技術を利用

した通信サービスに移行。平成18年度以降においても各通信企業等

サービスの多様な変化に対応するべく、費用・技術面での動向を踏

まえ、引き続き導入規模等について検討を続ける。 

ＩＰ非導入の場合の通話料金（／月）      ３，１５３千円

ＩＰ導入後の通話料金（／月）         ２，７０２千円

平成１８年度予算における削減効果      ▲５，４１２千円

 

７．統計調査の合理化 

 

（これまでの取組） 

①時代の変化を反映した統計調査内容の抜本的見直し 

   国土交通省が所管する統計について改善を図るため、平成１５年

１１月に省内関係部局から構成される検討委員会を設置し、検討を

行っているところ。 

②ＩＴの活用 



国土交通省 / 33 

   平成１６年度末現在、航空輸送統計調査、建築着工統計調査等１

６本の統計についてオンライン化措置を講じてきたところ。 

③アウトソーシング 

   統計調査業務の一部又は全部の事務処理について、可能なものを

対象に民間委託を実施しているところ。 

 

（今後の取組計画） 

 ①時代の変化を反映した統計調査内容の抜本的見直し 

既存統計に関する抜本的見直しを行うとともに、新たなニーズ

へ 

の対応策として、環境、観光等の分野の統計整備について検討を

行う。 

（新たに整備する統計調査の実施に向けた所要の

手続を平成１７年度以降実施） 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

既存統計の見直しにより、２本の統計調査を廃止、引き続き既存

統計調査の見直しを積極的に行う。 

平成１８年度予算における削減効果     ▲３，８２４千円 

 

②アウトソーシング 

統計調査業務の一部又は全部の事務処理について、可能なもの

を対象に引き続き民間委託を推進していく。 

（平成１７年度以降も引き続き実施） 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

現在、統計調査業務の一部の事務処理について、可能なものを対

象に民間委託を実施。可能なものを対象に引き続き民間委託を推進。

建設関連業等の動態調査については、実地調査から統計表作成ま

で民間委託を行っている。 

  

市場動向調査等の住宅関係の統計事務を民間委託することに

より業務の効率化を図る。（平成１３年度より実施） 
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【行政コスト削減に関する取組】 

市場動向調査等の住宅関係の統計事務を引き続き民間委託するこ

とにより業務の効率化を図る。 

 

③その他 

   以下の統計調査について、手続の簡素化等を図るための検討を行

う。 

・ 運輸関連事業投入調査（産業連関表作成のための特別調査） 

・ こん包業に関する投入調査（産業連関表作成のための特別調査） 

・ 内航船舶品目別運賃収入調査（産業連関表作成のための特別調       

査） 

・ 有料駐車場に関する調査（産業連関表作成のための特別調査） 

・ 船員労働統計及び内航船舶輸送統計調査母集団調査 

・ 海難統計 

・ 地方公共団体運輸関連施設調査（産業連関表作成のための特別    

調査） 

（手続の簡素化等を図るための検討を行い、概ね次

回調査より効率化を実施） 

 

海難統計を廃止 

平成１８年度予算における削減効果      ▲３２２千円 

 

その他の統計についても、引き続き、適宜簡素化を検討する。 

 

  法人土地基本調査で整備された法人名簿の他統計への活用による

作業の効率化を図る。（平成１１年度より実施） 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

法人土地基本調査の提供名簿データ件数 

  ３１，４８３件（平成１０年調査） 

６３１，９６８件（平成１５年調査） 

 

８．国民との定期的な連絡に関する効率化 

   該当なし 
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９．出張旅費の効率化 

 

（これまでの取組） 

従来より、旅費法に基づき効率的な執行を行ってきたところ。 

 

（今後の取組計画） 

出張を行う際には、割引制度等の情報の収集に努めその最大限の

利用を図るものとする。 

特に、外国出張の際は、割引制度の適用が無い、日程が直前まで

定まらない等の事情がある場合を除き、原則、割引航空運賃を利用

することとする。 

上記内容を周知徹底するとともに、同一地域、同一案件について

の複数職員の出張の必要性の見直しなどにより、以って出張旅費の

効率的な使用を図るものとする。また、出張に代わる手段を活用す

ることにより、出張旅費の削減に繋げるよう努める。 

（平成１７年度以降も引き続き実施） 

 

８６９，０７７千円（割引運適用前）→７９６，５１３千円（適用

後） 

平成１８年度予算における削減効果     ▲７２，５６４千円

 

１０．交際費等の効率化 

 

（これまでの取組） 

交際費の使途について、国土交通本省においては平成１３年の省

庁再編時に見直しを行い、供花、最小限の外国要人への贈答品に限

定したところ。 

 

（今後の取組計画） 

①交際費 

交際費については、部外者に対し、儀礼的、社交的な意味で支

出するという趣旨を徹底し、かつ、職務関連性を一層厳しく確認

の上、使用するものとする。 
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（平成１７年度以降も引き続き実施） 

 

 引き続き適切な使用に努めるものとする。 

 

②福利厚生 

職員に対する福利厚生について、国土交通省共済組合と連携し

て、民間との均衡を考慮しつつ、引き続き適切な水準とするよう

に努める。             

（平成１７年度以降も引き続き実施） 

 

引き続き適切な水準とするよう努めるものとする。 

 

１１．国の広報印刷物への広告掲載 

 

（今後の取組計画） 

「ビジット・ジャパン・キャンペーン海外向けガイドブック」中

に広告欄を確保し、広告料収入を確保すること等により、行政の効

率化を図っていくこととする。 

（平成１７年度より実施） 

 

広告掲載による収入の実績額（１７年度）     １４１千円 

 

１２．環境にも配慮したエネルギー・資源使用の効率化 

 

（これまでの取組） 

従来より、「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出

の抑制等のため実行すべき措置について定める計画」（政府の実行

計画）等に基づき、効率的なエネルギー・資源使用を行ってきたと

ころ。 

 

（今後の取組計画） 

   ①エネルギー使用量の抑制 

    ・冷房の場合は２８度程度、暖房の場合は１９度程度に冷暖房温度

の適正管理を徹底するとともに、夏季においては政府全体として軽
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装での執務を促すこととする。 

・ ＯＡ機器、照明のスイッチの適正管理等により、エネルギー使

用量の抑制を図る。 

 

・冷房温度２８℃、暖房温度１９℃を徹底するとともに、夏季軽装

について省内周知を図り、多くの職員が夏季軽装にて執務した。 

・ＯＡ機器、照明のスイッチの適正管理等については、本年７月７

日に定めた「国土交通省がその事務及び事業に関し温室効果ガスの

排出削減等のため実行すべき措置について定める実施計画」（「国

土交通省の実行計画」）の「国土交通省における省ＣＯ２行動ルー

ル」において、「省エネチェックリスト」として具体的に記載し、

周知を図っているところ。 

 

   ②資源の節約 

    ・両面印刷・両面コピーの徹底等により、用紙類の使用量の削減を

図る。 

    ・必要に応じて節水コマを取り付ける等により節水を推進する。 

・ 廃棄物の量を減らすため、廃棄物の発生抑制（Reduce）、再使

用（Reuse)、再生利用（Recycle）の３Ｒを極力図る。 

 

・「国土交通省の実行計画」において、取組み事項として記載し、

周知を図っているところ。 

 

平成１８年度予算における削減効果(一部再掲) 

▲２９３，２８７千円

 

１３．その他 

 

①法令協議等の資料のペーパーレス化 

（これまでの取組） 

法令協議の電子化など関係機関との連絡・調整等の業務につ

いて、行政事務の効率化の観点から、情報の保護に留意しつつ、

積極的に電子メール等により資料を取り扱い、往来に要する時

間等の削減、資料のペーパーレス化に努めてきたところ。 
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（今後の取組計画） 

国土交通省において一層の取組を推進するとともに、事務次

官等会議・閣議の案件表の電子メール等による配布等について

関係機関に要請する。 

（平成１７年度以降も引き続き実施） 

 

平成１６年７月に事務次官等会議、閣議の案件表の電子メール等

による配布等について関係機関に要請し、引き続き取り組んでいる

ところ。 

 

②告示・通達データベースシステムの整備 

（これまでの取組） 

「国土交通省における行政情報の電子的提供の推進に関する

実施方針」（平成１３年１０月３１日国土交通省ＩＴ政策委員

会決定、平成１５年７月９日国土交通省行政情報化政策委員会

改定）を策定し、「告示・通達データベースシステム」を開発。

平成１６年７月１日から国土交通省ホームページ上で、国民が

告示等を検索し閲覧できる「告示・通達データベースシステム」

の運用を開始。 

 

③公益法人改革の推進 

（これまでの取組） 

「公益法人に対する行政の関与のあり方の改革実施計画」（平

成１４年３月２９日閣議決定）において、国から委託・推薦等

を受けて行う７７（国土交通省合計）の事務・事業の見直しが

決定されており、国土交通省においては、これまでに法令等の

改正により６６の事務・事業について措置したところ。 

 

（今後の取組計画） 

「改革実施計画」に定められた残る項目（１１項目）につい

ても、平成１７年度中に全て法令上の措置を行う。 

（平成１７年度中に実施） 
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現在、残っていた項目のうち、２項目について措置したところ。

 

④タクシー事業に係る許認可手続の標準処理期間の短縮 

（これまでの取組） 

タクシー事業運賃等の許認可手続きの標準処理期間を概ね３

ヶ月とした改正通達を平成１６年１０月１日より施行することで

措置したところ。 

 

⑤レンタカー事業者が行う有償貸渡許可申請に係る審査の見直し 

（これまでの取組） 

貸渡しの許可を車両ごとの許可から事業者ごとの許可に改め

るなどの緩和を行った道路運送法施行規則の一部を改正する省

令（平成１６年国土交通省令第６２号）及び「貸渡人を自動車の

使用者として行う自家用自動車の貸渡し（レンタカー）の取扱い

について」の一部改正により措置したところ。 

 

⑥鉄道事業者に対する監査の効率化 

（これまでの取組） 

鉄道事業者の財務状況のチェック（会計監査）のためのマニ

ュアル作り及び職員の業務遂行能力向上のための取組を実施し

ているところ。 

 

（今後の取組計画） 

監査実績等を踏まえたマニュアルの拡充及び職員の業務遂行

能力向上のための取組の見直しを行うことにより、監査の効率

化を図る。 

（平成１７年度以降も、監査対象事業者の拡大及び

全運輸局の統一的かつ公正な運用を確立するため

の検討を行う。） 

 

現在、平成１５年度作成のマニュアルに基づき鉄道事業者への会

計監査のための財務分析調査を実施しているところであり、この結

果を踏まえて、監査をより効率的に行うべく、マニュアルを逐次拡

充しているところ。 
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⑦倉庫業の登録に係る審査マニュアル等の整備 

（これまでの取組） 

倉庫業法に基づく倉庫業の登録については、地方運輸局等に対

して、法令の運用通達を発出し、これに基づく登録作業を実施し

ている。 

また、業務の効率化及び行政サービスの向上を図るため、地方

運輸局の登録担当官向けの審査マニュアルを作成するとともに、

登録希望者の立場にたった分かりやすい手引きを作成し、地方運

輸局等において希望者に対して配布しており、現在活用している

ところ。 

 

倉庫業登録申請の手引き、倉庫業チェックリストについては発

表・配布をしており、登録審査処理期間が２ヶ月かかっていたとこ

ろが、おおむね２週間程度に短縮された。 

 

⑧営繕関係資料の電子データ化 

（これまでの取組） 

 平成１６年７月に、営繕関係の資料集について、ＣＤ－ＲＯ

Ｍ化し、印刷経費を削減した。（平成１５年度：１５０万円 → 

平成１６年度：２万円） 

 

⑨災害復旧事業のデータベース化 

（これまでの取組） 

災害復旧事業（河川局所管（補助））については、突発的に

被災した施設を限られた時間の中で応急復旧、被災原因の把握、

測量、設計を行い適切な復旧工法を選択し申請しなければなら

ないことから、計画的に実施する事業に比べ条件が厳しい。さ

らに、災害は時間的にも地域的にもばらつくことから申請者で

ある市町村や都道府県の災害復旧担当者は、不慣れな場合も少

なくない。一方、近年の集中豪雨の多発等を考えても、円滑な

手続きの実施が必要であり、これまで研修等による担当者の育

成を行ってきたところ。 
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（今後の取組計画） 

毎年の災害復旧事業データを蓄積し、申請者が応急復旧の立

案、災害原因の推定と適切な対策工法の検索ができるデータベ

ースを整備する。 

（平成１６、１７年度にデータベースを作成予定） 

 

災害復旧事業データを蓄積し、災害復旧事業の申請者が対策工法

等の検索ができるデータベースを平成１７年度に作成する予定。 

データベース完成後、各都道府県、市町村の災害復旧事業で活用さ

れることにより、適切かつ迅速な事業の推進を支援することとなる。

 

⑩船舶検査記録のデータベース化 

（これまでの取組） 

従来紙ベースで行っていた船舶検査の記録について、データ

ベースシステムの運用を開始した（平成１６年度）。 

 

（今後の取組計画） 

集計機能の追加などシステムの強化を図る。 

 

（平成１７年度以降実施予定） 

 

平成１８年度においては、国際安全管理規則関係の機能の追加等、

検査事務の電子化を進め業務効率化を図る。 

 

⑪航路標識事務所の海上保安部への統合 

（これまでの取組） 

平成１７年４月１日をもって、予定していた航路標識事務所の

海上保安部への統合は終了した。 

 

平成１８年度予算における削減効果      ▲１，２７９千円

 

⑫船員職業紹介業務における求人情報自己検索端末の導入 

（これまでの取組） 

地方運輸局等における船員職業紹介業務について、平成１４年
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から求人・求職の電子申請化、データベース化等電子化システム

を構築するとともに、当該求人・求職情報を自由に閲覧できる自

己検索端末を全国の地方運輸局等に設置し、申請者負担の軽減、

事務の効率化を図った。 

 

（今後の取組計画） 

求人・求職情報自己検索端末の活用を促進するため、安定した

システム運用を図れるよう端末をリース契約に切り替えるとと

もに、個人情報保護のためのシステム改修を行う。（平成１８年

度） 

 
【行政コスト削減に関する取組】 

地方運輸局等における船員職業紹介業務について、求人・求職情

報自己検索端末の活用を促進するため、個人情報保護のためのシス

テム改修を行う。 

 

⑬気象庁が保有する観測データをＨＰに掲載すること等による業務 
  の効率化、国民の利便性の向上 
（これまでの取組） 

    気象庁が保有する観測データを気象庁ホームページにおいて

「電子閲覧室」として閲覧を開始したところ（平成１４年度）。 
 
（今後の取組計画） 

    今後とも引き続き、観測データをＨＰに掲載する。 
（平成１７年度以降も引き続き実施） 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

気象庁ＨＰ電子閲覧室トップページ アクセス件数 
０件（１３年度）→月平均９６万件（１６年度） 

 

⑭下水道業務における事務作業の効率化 

 （これまでの取組） 

   下水道業務に関連する報告書・資料等をホームページに掲載

することによる効率的で利用し易い行政サービスの実現、及び

郵送等事務作業の効率化を図る。（平成１３年度より実施） 
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（今後の取組計画） 

今後とも引き続き、報告書等をホームページに掲載する。 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

報告書・資料等のホームページ掲載件数 

 １０件（平成１３年度） → 累計７０件（平成１７年９月） 

 

 ⑮国土情報のインターネット公開 

（これまでの取組） 

  国土数値情報及び国土画像情報（カラー空中写真）のインタ

ーネット公開により、国民の利便性の向上を図る。（平成１２

年度より実施） 

 

（今後の取組計画） 

  今後とも引き続き、国土情報をインターネットで公開する。 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

国土数値情報 延べ    １千ファイル（１２年度） 

       延べ  １７５千ファイル（１６年度） 

国土画像情報 延べ  ０．８万枚（１２年度） 

       延べ１，０６３万枚（１６年度） 

 

⑯包括占用制度の利用の推進 

（これまでの取組） 

  河川敷地の占有申請において、通常は占有目的を具体的に特

定した上で河川管理者へ詳細な書類を提出するが、河川敷地を

一体的に占用許可する特例（包括占用）の利用を推進すること

により、市町村が自ら具体的な利用方法を決定できるようにな

り実現する手続の簡素化、事務の効率化を図る。（平成１６年

度より実施） 

 

（今後の取組計画） 

  今後とも引き続き、包括占用制度の利用を推進する。 
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【行政コスト削減に関する取組】 

当該制度の利用を推進するため「包括占用利用の手引き」を作成

し、平成１７年５月２０日付けで各河川管理者に周知したところ。

包括占用制度を活用した件数 １４件（平成１６年末現在） 

 

⑰民間成果の地籍調査への活用 

（これまでの取組） 

   民間成果の地籍調査への活用による調査の効率化を図る。

（平成１２年度より実施） 

 

（今後の取組計画） 

今後とも引き続き、民間成果の地籍調査への活用を推進する。 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

地籍調査においては、民間の宅地開発等が行われた地域において、

既存の測量成果等を活用した地籍調査の実施や、国土調査の成果と

同一の効果があるものとして指定する国土調査法第１９条第５項指

定制度の活用等により、調査の効率的な実施を図っている。 

 

⑱建築確認検査業務の民間開放 

（これまでの取組） 

建築確認検査業務の民間開放を推進することにより、当該業

務の申請窓口としての指定確認検査機関が増加し、国民の利便

性等を向上させる。（平成１１年度より実施） 

 

（今後の取組計画） 

建築確認検査制度の見直し等により建築物の安全性を確保し

つつ、建築確認検査業務の民間開放を推進する。 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

０機関（１１年度）→１１３機関（１６年度末） 

 
○北海道開発局情報管理経費の効率化 
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（これまでの取組） 

クライアントパソコンなどについて、リース期間を長期化す

ることや、一定以上まとめて調達することにより、コストの削

減の取組を実施しているところ。（平成１７年度） 

（今後の取組計画） 

今後とも引き続き、パソコン、サーバ等の更新時期には、

その時々の情勢に応じた調達を行うことにより、コスト削減の

取組を実施する。 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

当該経費のコスト削減を行うため、調達関係部署に対しパソコン・

サーバ等の調達において、コスト面を考慮した上でのリース期間の延

長及び発注ロットの更なる拡大について周知したところ。 

・パソコンのリース期間：３年から４年へ延長 

 

○国土地理院国土基本情報調査経費の効率化 

（これまでの取組） 

空中写真撮影に関しては、情報取得の効率化と質的向上を目

標に積極的に新技術の導入を進めてきた。 

（今後の取組計画） 

新技術による画質向上を活かし、同等の情報を取得するた

めに必要な空中写真撮影の縮尺を２万分の１から３万分の１

へ変更する。一枚あたりの撮影面積を拡大することによりコス

トの縮減を図る。 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

平成１８年度予算から、空中写真撮影の縮尺を２万分の１から３

万分の１へ変更し、一枚あたりの撮影面積を拡大することにより撮

影コストの縮減を図っているところ。 

▲３７，８８４千円（平成１８年度）

 

○航空機操縦士養成事業の効率化 

（これまでの取組） 

卒業生１人当たりの養成コストの縮減につながる中途退学者
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を減らす取り組みとして、実科教育の充実及び追加教育制度の拡

充など事業の見直しを行ったところ。 

 

（今後の取組計画） 

教育内容及び教育体制のあり方も含めた業務の見直しや民間

委託等を活用した事業の効率化を推進することとし、これら業務

に従事する職員の削減を含めた組織のスリム化を図る。（平成１

８年度から平成２２年度にかけて実施予定） 

 

【行政コスト削減に関する取組】 

平成１８年度予算における削減効果    ▲５７，６９２千円

 
○国営公園における寄附の活用 

（今後の取組計画） 

国営公園におけるＣＯ２吸収源となる樹林地の整備にあた

り、全国約１０箇所の国営公園で個人や企業から樹木の寄附を

募集し、植栽整備を実施。 

 

平成１８年度より、寄附を募集し、全国約１０箇所の国営公園で植

樹に関わる整備費を約１億円削減（目標） 

 


